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はじめに

　10の国（ブルネイ、カンボジア、インドネシア、
ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、ベトナム）で構成されている東
南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 
Nations, ASEAN）は、国によって歴史的な成り立
ちや、人口、民族構成、言語、宗教、文化、法律が
大きく異なっているが、ASEAN全体で足し合わせ
ると、面積は449km2で世界の3.2%、人口は6億
7,945万人で世界の8.5%、GDPは3兆6,223億米ドル
で世界の3.6%を占めている1。
　2024年には、東ティモールが11か国目として
ASEANに加盟することが合意されており2、新規
加盟は1999年のカンボジア以来、25年ぶりである
という。
　経済成長の面では、新型コロナウイルス感染拡大
の影響を経て、ASEANの国々はいずれも実質GDP
成長率においてプラス成長を予想しており、経済面
としての動きもさらに活発になることが予想されて
いる3。
　知財を語る上で、イノベーションの状況を観察す
ることは不可欠である。表1は、世界知的所有権機
関（World Intellectual Property Organization, 
WIPO）が毎年発行している、イノベーションに関
するランキングであるGlobal Innovation Indexにつ
いて、赤字で示すASEANの国々を中心に2011年、
2017年および2023年のランキングを掲載したもの
である4。2023年のランキングをみると、スイス、
スウェーデン、アメリカが上位を独占する中、アジ

アでは、シンガポールが5位、韓国が10位でトップ
10圏内に位置している。ASEANの国々も軒並みラ
ンキングの順位を上げてきており、イノベーション
の現場として活発化していることが窺える。
　Global Innovation Index 2023の 分 析 に よ る と、
特に、ASEANの中所得経済圏では、ベトナム（46
位）、フィリピン（56位）に加え、インドネシア

（61位）が過去10年間で急速に順位を上げており、
特にインドネシアはランキングの上昇が著しいと評
価されている。インドネシアは情報通信技術関連の
指標についてのランキングが高く、「大学と産業界
の共同研究開発」（5位）、「クラスター開発状況」

（5位）、「起業に関する政策および文化」（5位）、

ASEAN地域における知財概況と権利の活用
～海側を中心に

JETRO SINGAPORE
Director for Intellectual Property
三原　健治

表1．イノベーションの現場としてのASEAN
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「起業および事業拡大資金の調達額」（8位）で世界
のトップ10に入っており、さらに「知識創出」と

「オンライン創造性」などのイノベーション・アウ
トプットのスコアが著しく改善したと評価されてい
る。2億7,600万人というASEANで最も多くの人口
と、広大な国土を有するインドネシアでは、イン
ターネットの普及も急速に進んでおり、今後の成長
が見込まれる市場として注目している企業も多い。
　他方で、日本とASEANの関係では、2023年12月
に日ASEAN友好協力50周年特別首脳会議を開催
し、共創に向けた官民連携策などを発表している5。
日系企業の海外進出先としては、日本からの距離が
近い、タイムゾーンのギャップが少ない、生産コス
トや人件費が抑えられるといった理由から、アジア
を選択する企業が最も多いと言われている。また、
日系企業が海外に置く拠点としては、中国が最も多
いものの、ASEANでは、タイ、ベトナム、インドネ
シア、マレーシアに拠点を有する日系企業も多い6。
　ASEANでの知財活動としては、ASEAN加盟国で
構成される、知的財産協力に関するASEAN作業部
会（ASEAN Working Group on Intellectual 
Property Cooperation, AWGIPC）があり、ASEAN 
知的財産権アクションプラン2016-2025を中心に、定
期的に会合を実施して、ASEAN域内における知財

問題について議論を行っている7。日本も知財に関す
る各種研修を提供する等、ASEANに対する協力を
多数行っており、このAWGIPCの枠組みの中で日
ASEAN特許庁長官会合を開催し、ASEAN全体に
対するマルチの協力やASEAN各国とのバイの協力
について、定期的に議論を行っている8。近年では、
中国や韓国もASEANに対する活動を活発化させて
き て お り、 中ASEAN特 許 庁 長 官 会 合9や、 韓
ASEAN特許庁長官会合10も開催されている。2023
年12月には、日本とのみであったインドネシアとの
特許審査ハイウェイ（PPH）プログラムが、韓国と
も実施されることになり、覚書が締結された11。
　ここで、ASEAN6（インドネシア、マレーシア、
フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）の各
国への出願動向について、最初に触れておきたい。
下記のデータは、いずれもWIPO統計データベー
スから取得したものである12。
　図1は、ASEAN6への特許出願状況を示している。
概ね、赤の部分で示す日本からの特許出願が多いと
いえる。2020年の統計では、シンガポールを除く
ASEAN6のいずれも日本が最も特許出願の多い国
であったが、2022年ではマレーシアおよびフィリピ
ンにおいて、米国が最も特許出願の多い国になって
いる。

図1．ASEAN6への特許出願状況
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る。シンガポールを除き、自国の出願が最も多く、
その後に米国、中国、日本が拮抗している。ベトナ
ムでは韓国の出願も見られる。過去の統計では、 

　図3は、ASEAN6への商標出願状況を示している。
ASEAN6のいずれも、自国の出願が最も多く、その
後に中国、米国、日本が拮抗しており、ベトナムで

シンガポールを除くASEAN6のいずれも、自国に
次いで日本が意匠出願の多い国であったが、近年、
中国、米国が出願数を伸ばしている状況である。

は韓国の出願も見られる。過去の統計からみても、
中国、米国が出願数を伸ばしている状況である。

図2．ASEAN6への意匠出願状況

図3．ASEAN6への商標出願状況
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　このように、特許、意匠、商標については、米国
に加えて、中国、韓国からの出願も増えてきており、
今後、ASEAN市場への注目度はますます高まり、
諸外国との競争が激化してくることが予想される。

2．海側のASEAN各国における知財の最近の動き

　ジェトロが所管するASEANにおける知財案件に
ついては、陸側の5か国（カンボジア、ラオス、
ミャンマー、タイ、ベトナム）を主にバンコク事務
所が担当し、海側の5か国（ブルネイ、インドネシ
ア、マレーシア、フィリピン、シンガポール）を主
にシンガポール事務所が担当することで、役割分担
の上、業務にあたっている。この項では、シンガ
ポール事務所の担当する海側のASEAN各国におけ
る、知財に関する最近の動きについて概説する。

（1）シンガポール
　シンガポールにおける知財は、法務省に所属する
シンガポール知財庁（Intellectual Property Office 
of Singapore：IPOS）が所管している13。
　IPOSはASEANにおけるイノベーションのハブ
を目指しており、2021年にシンガポール法務省、
財務省、貿易産業省と知財庁により、「シンガポー
ル知財戦略（Singapore IP Strategy, SIPS）2030」
が策定され、公表されている14。SIPS2030 の基本
方 針 と し て は、A） シ ン ガ ポ ー ル を 知 財

（Intellectual Property, IP） 及 び 無 体 財 産
（Intangible Assets, IA）の関連活動及び取引のハブ
として成長させること、及び（B）投資家やイノ
ベーターの信頼を得るべく、シンガポールの誇る
IP・IA制度を維持すること、を目標としている。
　また、シンガポール国内における早期権利化制度
としては、全技術分野における特許に加えて、当該
特許に関連する意匠・商標をまとめて権利化できる

「SG IP Fast」という制度がある15。特許のみ月の
上限件数が10件と決まっているものの、特許で最
短6 ～ 9か月、商標で最短3 ～ 6か月、意匠で最短
1か月の登録が可能になっている。また、シンガ
ポール国外では、シンガポールで登録した特許をカ
ンボジアとラオスで再登録できる制度や、シンガ

ポールで登録した意匠をカンボジアで再登録できる
制度があり、さらにベトナムとは、特許に関する共
同サーチ・審査に関する協力プログラムがあり、両
者のサーチ・審査結果が早期に得られる、第１国に
出願した後の第2国において優先的に審査着手され
る等の制度が提供されている。さらに、ASEAN特
許 審 査 協 力（ASEAN Patent Examination Co-
operation, ASPEC） は、 ミ ャ ン マ ー を 除 く
ASEAN9カ国が参加する地域特許ワークシェアリ
ングプログラムであるが、シンガポールに第1庁と
して出願し、特許許可がなされた場合に、シンガ
ポール以外の第2庁にASPECを利用して権利化を
申請する件数が最も多く、最終処分における特許率
が98.32%と非常に高い16。
　その他、シンガポールでは2021年には著作権法
が改正され、平易な英語での完全なる書き直し、創
作者にとっては著作物の創作意欲を高めつつ、著作
物の利用者にとっては合理的な利用を認めようとす
る改正が行われており17、2022年には、出願システ
ムの刷新、料金改定等が実施され、IPOS Digital 
Hubという新しいサービスが開始された18。
　IPOSは他機関との連携も盛んである。イノベー
ションの促進に力を入れているシンガポール企業庁

（ESG）と連携して企業の能力等向上を含めた発展
をサポートしており、シンガポール一の公的R&Dセ
ク タ ー で あ る シ ン ガ ポ ー ル 科 学 技 術 研 究 庁

（A*STAR）とも連携している。IPOS自体は法務省
に属しているため、模倣品対策等エンフォースメン
トの活動は行っていないものの、シンガポール警察
犯罪捜査局知的財産権部と連携して、知財権の侵害
事件に対応したり、シンガポール税関と連携して、
知財権の水際取り締まりに対応したりしている。ま
た、裁判外紛争解決手続としての仲裁・調停につい
ても、2010年にシンガポールにもオフィスを構える
WIPO仲裁調停センター（WIPO Arbitration and 
Mediation Center, WIPO-AMC）、シンガポール国際
仲裁センター（Singapore International Arbitration 
Center, SIAC）、シンガポール国際調停センター

（Singapore International Mediation Center, SIMC）、
シンガポール調停センター（Singapore Mediation 
Center, SMC）と連携している。
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　インドネシアにおける知財は、法務人権省に所属
するインドネシア知財総局（Directorate General of 
Intellectual Property, DGIP）が所管している19。特
許・集積回路設計・営業秘密局、著作権・意匠局、
商標・地理的表示局、調査・紛争解決局を含む7つ
の局が存在し、調査・紛争解決局には、文民捜査官
がおり、行政摘発等の取り締まりも行っている。
　インドネシアでは、2016年改正特許法の20条に、
特許権者はインドネシアにおいて製品を製造／製造
方法を使用する義務を負うとして、国内での特許権
実施義務が規定されており、特許付与後不実施のま
ま36か月経過した場合に強制実施権の対象、また
特許取消しの対象になることが規定されている20。
その後、国内実施義務の猶予規定などが設けられ、
その後削除された等の経緯を経て、2020年11月2
日に施行された雇用創出オムニバス法において、実
施の態様として「輸入」および「ライセンス付与」
が追加された21ことにより、特許を実施した製品を
輸入したり、他者の製品・工程に特許を実施許諾し
たりすることで強制実施権を回避することが可能に
なっている。
　インドネシアは、2023年4月に公表された米国通
商代表部（USTR）によるスペシャル301条報告書
において、知的財産権保護状況に懸念がある優先監
視国（Priority Watch List）に指定されている22。
これに対して、インドネシア政府は優先監視国から
の脱却に向けた取組を本格化させており、2021年
にオペレーションタスクフォースを設立し、DGIP
の調査・紛争解決局長がこのタスクフォースのリー
ダーとなっている。タスクフォースのメンバーとし
て、DGIPの他、国家警察、税関総局、通信情報省、
医薬品食品監督庁、外務省、商業省、保健省、教育
文化省が加入している。
　インドネシアの知財保護で大きな問題となってお
り、日系企業からも良く相談を受けるのは、模倣品
の 蔓 延 で あ る。 イ ン ド ネ シ ア の 反 模 倣 協 会

（MIAP）が2017年に行った調査によると、模倣品
がインドネシア経済に及ぼす損失総額は291兆ルピ
ア（194億2千万米ドル）であるという。インドネ
シアの模倣品の多くは首都ジャカルタに集中してお

り、ジャカルタはインドネシアにおける模倣品の巨
大取引市場となっている。販売市場の主なホットス
ポットは北ジャカルタのMangga Dua地区であり、
製品は衣類、バッグ、装身具、化粧品、スペアパー
ツ、電子機器等であって、日本製品の模倣品も販売
されている。近年では、インターネットの普及によ
り、オンラインによる海賊版や模倣品の流通も盛ん
であり、コロナ禍で多くの店舗が閉店し、オンライ
ン店舗が増加している23。
　また、水際取り締まりでは、商標権と著作権につい
て税関登録制度が存在し、侵害疑義物品が輸入され
ると、税関は権利者に通報を行い、権利者は真偽を
確認の上、裁判所に一時差し止めを申立て、合同貨
物検査で侵害品を摘発するという制度が存在する24。
しかしながら、現地事業体の名での登録が必要であ
ること、一時差し止め手続きを進め、貨物検査で知
財権侵害が確認できても、税関には知財権侵害物品
を処分する権限がないこと、また、権利者は、捜査
や訴訟、交渉や調停などの法的手段をとることにな
るが、その第一歩である裁判所の仮処分手続きの
際、対象貨物の価額相当の担保を用意する必要があ
るなどの課題があり、2024年1月時点で、インドネ
シア国外企業の登録はわずか1社であり、日系企業
の登録は1件もない状況である。

（3）マレーシア
　マレーシアにおける知財は、国内取引・生活費省

（Ministry of Domestic Trade and cost of living, 
MDT）に所属するマレーシア知財公社（Intellectual 
Property Cooperation of Malaysia, MyIPO）が所管
している25。
　マレーシアの知財法については、2022年に発効
し た 地 域 的 包 括 的 経 済 連 携 協 定（Regional 
Comprehensive Economic Partnership, RCEP） へ
の批准に向けた法改正が、特許法、地理的表示法、
及び著作権法に関して実施された。特許法改正に
は、施行済の第三者情報提供制度、微生物の国際寄
託に関するブタペスト条約に加えて、特許付与後の
異議制度が盛り込まれている26。特許付与後の異議
制度については2024年1月の時点でまだ施行されて
いないものの、MyIPO職員へのヒアリングによる
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と、上位官庁であるMDTへの提案、説明を行って
おり、施行に向けて動き出している状況である。意
匠法は、2022年4月に草案作成のためのパブコメ募
集があった27ものの、2024年1月現在においても依
然として検討が続けられている段階である。
　2023年には、特許審査ガイドラインが公表され、
実体審査に係る部分について、詳細に記載が追加さ
れている。AI、コンピュータソフトウェア、ビジ
ネス方法に関連する発明について、いずれも特許の
対象になり得ることが規定されている28。
　マレーシアでのエンフォースメントは、親組織で
あるMDTのエンフォースメント局で取り扱ってい
る が、 商 標 権 や 著 作 権 の 侵 害 に 関 す る 法 令 は
MyIPOにて管理されている。また、商標権者 によ
りMDTに登録された商標権に関して、執行措置の
開始と商標権侵害事件の訴追において優先権を得る
ことができるバスケット・オブ・ブランズ制度や、
著作権侵害に対して省庁横断で対応する著作権特別
タスクフォースが存在する。

（4）フィリピン
　フィリピンにおける知財は、フィリピン知財庁

（Intellectual Property Office of Philippines, 
IPOPHL）が所管している29。
　フィリピンでは出願手続の電子化が進んでおり、
特許はeInventionFile、実用新案はeUMFIle、意匠
はeIDFile、商標はeTMFileというソフトウェアが提
供されており、手続をオンラインで行うことが可能
になっている。また、IPOPHLは特許に関する国際
出願（PCT出願）を受理することができる国際調査
機 関（International Searching Authority, ISA） 及
び 国 際 予 備 審 査 機 関（International Preliminary 
Examining Authority, IPEA）でもある。
　IPOPHLはエンフォースメント活動が非常に盛んで
ある。貿易産業省（議長）、知的財産庁（IPOPHL、
副議長）、司法省、関税局、食品医薬品局、国家捜査
局、フィリピン国家警察、光学メディア委員会、国家
書籍開発委員会、国境犯罪特命使節室、内務地方政
府省、国家通信委員会、情報通信技術省、内国歳入
庁、入国管理局の15機関で構成される国家知的財産
権 委 員 会（National Committee on Intellectual 

Property Rights, NCIPR）が設置されており、必要
に応じて複数の異なる機関が連携して捜査（Joint 
Operation）にあたっている30。NCIPRの年報による
と、実店舗とオンラインの模倣品の割合は11.1:88.9と
なっており、最近はオンライン取引での模倣品が増え
ていることが報告されている。
　2021年3月1日には、ECプラットフォームと商
標権者による模倣品対策に関するMOUの署名が行
われ、2023年11月時点で34者が署名しているとの
報告がある31。

（5）ブルネイ
　ブルネイにおける知財は、法務長官室に所属する
ブ ル ネ イ 知 財 庁（Brunei Intellectual Property 
Office, BruIPO）が所管している32。
　BruIPOでは、特許の実体審査は行っておらず、
業務をデンマーク知財庁に外注しているものの、人
材確保を含めてブルネイ国内で実体審査ができない
か現在検討を行っている。また、工業意匠の実体審
査は行っていない。ブルネイへの出願の96%は商
標であり33、商標の実体審査は知財庁内で行ってい
る。現在は品質向上に向けて取り組んでいる。
　日本との関係では、PPHプラスという制度があり、
日本で特許になった出願についてブルネイにPPH
プラスを申請すると、迅速に権利が付与される34。

3．ASEANにおける知財の活用についての考察

　この項では、企業の事業戦略の観点から、新しい
製品・サービスを生み出す際や投資・M＆A（合併
および買収）に際して、知財（特許、意匠、商標）を
どのように活用すべきかについて、考察してみたい。
　まず、知財を活用するといっても、それぞれの権
利自体について知っておく必要がある。知財権のう
ち、特許は、一般的には研究開発（R&D）で得ら
れる成果である発明の保護であって、成果を権利化
することによって、独占的に使用する他、権利の売
買、ライセンスすることで利用可能である。最近で
は、投資の目的で特許権の存在を投資家にアピール
することも増えてきており、当該ビジネスの価値評
価に使われることも増えてきている。あるいは、ス
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を模索するにあたり、マッチングのためのピッチイ
ベントも近年盛んに行われているが、その際に特許
の存在をアピールすることも行われている。グリー
ン投資や再生エネルギー等の環境技術、またシンガ
ポールでは培養肉や代替肉等のフードテック、アグ
リテックが注目を集めている。
　特許出願を通じた技術トレンドの把握は、知財の
活用する上で非常に重要である。イノベーションに
関連する特許については、出願から公開まで通常
18か月あり、公開されない時期が存在するため、
特許の出願動向は、公開情報よりも早くトレンドが
予測できるというメリットがある。ASEANにおい
て、今後、どのような技術分野の特許が、どこから
出願されてくるのかを分析してみるのも、とても有
益ではないかと考えられる。
　意匠については、その物品のデザインを保護する
もので、近年の日本では、画像、建築物、内装の意
匠権としての保護が可能になっている。日本の特許
庁は2019年に意匠法を改正し、保護対象の拡大を
行っており、その知見をASEAN各知財庁に研修を
実施することで情報提供を行っている。これらの意
匠や、いわゆる商品・サービスのブランド保護とも
いうべき商標については、主に模倣品対策の面で多
く活用されている。もちろん、商標については、権
利のライセンスを行うことで収入を得るといったビ
ジネスも存在する35。
　エンフォースメントの観点からいうと、まずはラ
ベルを真似る（商標）→外観を真似る（意匠）→中
身を真似る（特許）という方向で進化し、年々確実
に業者による模倣品の製造技術も洗練されてきてお
り、将来的には、一見してすぐ分かるような模倣品
はだんだん少なくなってくるのではないかと考えら
れる。また、近年ASEANでは、インターネットの
普及が著しく、Lazada、ShopeeといったECサイ
トを利用したオンラインによる物の取引が増加して
おり、製造元、販売元が異なる国境を越えた取引が
普通に行われている。一方で、知財権は各国独立で
機能する、すなわち知財権を行使するためにはその
国で権利化しておかなければならないことから、こ
のオンライン市場における模倣品対策は非常に重要

であるとともに、販売する場を提供しているECプ
ラットフォームの協力が不可欠である。また、取引
の現場も実際の店舗等ではなく、オンライン上で
あったりメタバース空間上であったりして、実態が
掴めないことも増えてきており、知財およびその周
辺の法体系の抜本的なルール化、体系化が待たれる
ところである。
　続いて、M＆Aに関して考察する。M＆Aの成功
に寄与するASEAN地域での知財の活用については、
戦略的に考えることが重要である。例えば、デュー
ディリジェンスを通じて買収対象企業の知財ポート
フォリオを詳細に調査し、その有効性、法的な問
題、および潜在的なリスクを評価すること、ASEAN
での買収先企業が持つ知財と、買収企業の技術とを
統合することで、新たな価値を生み出す可能性を追
求すること、買収先企業の知財が地域の法的要件に
適合していることを確認すること、現地企業とのラ
イセンシング契約や提携を通じて、地域のネット
ワークや市場シェアを活用すること、ASEAN地域
での買収により得た知財を活かしてブランド価値を
最大化すること等が挙げられる。これらのアプロー
チでは、特にASEAN地域特有の要素である、文化
的に多様であり、各国ごとに異なる慣習が存在する
こと、また、知財制度を含めて、各国ごとに異なる
法的なフレームワークが存在することを考慮して、
これらに適応した知財活用戦略を展開することが
ASEANにおけるM&Aの成功に資するものといえ
るだろう。
　最後に、移転価格税制について触れておきたい。
近年、多くの日本企業がASEAN各国に研究所や工
場を設け、現地独自の技術・ブランドなどの研究開
発を進めている。新しい製品・サービスを生み出す
際や投資・M&Aに際しては、これらの現地独自の
知財の価値を適切に評価し、利益をASEAN各国に
適切に配分することが非常に重要となっている。
　こうした状況の中、M&A戦略の一環として、
ASEAN各国における移転価格税制のルールの下で
ASEAN知財を活用することで、税引き後の利益の
向上を目指す税務戦略が注目されている。具体的に
は、ASEAN各国で実効税率が変わる状況下におい
て、取得した知財権の国際的な配置等に気を配り、
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移転価格税制と整合する形で利益を低税率国に振り
向け、グローバル全体で大きな税引き後利益の向上
を実現するというものである。事業規模にもよる
が、これらの方法による節税効果は、特許等のロイ
ヤリティー収入に比べても桁の違う利益向上を目指
すことが可能となるため、このように税務戦略に対
する意識を高く持つことは、今後の日系企業の
ASEANにおける事業活動において非常に重要な視
点であると考えられる。

4．おわりに

　これまでASEAN知財の全体像、海側ASEAN地
域の各論、そしてASEAN知財の活用に関する考察
を述べてきたが、執筆をしているこの時点において
も、知財面での政策にせよ、運用にせよ、日々動き
続けているのが現状である。また、ASEAN市場に
ついては、米国、欧州、中国、韓国を含む様々な国
の政府、企業が注目していることは疑いがない。
　冒頭でも書いた通り、人口、民族構成、言語、宗
教、文化、法律が大きく異なっているASEAN各国
の情報を、日本から遠隔で取得することは非常に困
難である。そのため常にASEAN知財庁へのアンテ
ナを高く張って、日本企業に有用な情報をキャッチ
したら、漏れなくお伝えできるように、今後も努力
していきたい。ASEAN知財に関してお困りごとが
ありましたら、是非弊所までご相談いただければ幸
いである。
　なお、本稿は、あくまで筆者個人の見解であっ
て、筆者の属するいかなる団体等の見解でもないこ
とを申し述べておく。また、本稿の執筆にあたり、
M＆A（合併および買収）に際してのASEAN知財
の活用に関して、Baker & McKenzieの富本聖仁氏、
竹中陽輔氏より多大なご助言・ご支援をいただい
た。ここに感謝の意を表したい。また、このような
執筆の場を提供してくださった、シンガポール日本
商工会議所にも感謝する次第である。
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1．はじめに

　2023年8月、シンガポール史上最大規模のマ
ネー・ロンダリング事件が摘発され、様々なメディ
アでも大きく取り上げられましたのでご記憶の方も
多いことと思います。同事件では、詐欺やオンライ
ンギャンブル等の海外における組織的犯罪によって
得た資金が洗浄されたという容疑で、これまでに
10人の外国籍の容疑者が逮捕起訴されました。さ
らに、2024年に入ってシンガポール警察は新たに2
名のカンボジア籍の外国人に対してマネー・ロンダ
リングの容疑で逮捕状を発行し、国際刑事警察機構

（インターポール）もレッド・ノーティスを発行し
たと発表しました。一連の捜査で押収・凍結された
資産は、現金、不動産、高級車、宝飾品などを合わ
せて、当初の10億シンガポールドルから現段階で
30億シンガポールドル（約3300億円）超にまで膨
れ上がり、世界史上で見ても過去最大規模のマ
ネー・ロンダリング事件に発展しています。近年マ
ネー・ロンダリング対策に力を入れてきたシンガ
ポールでこのような事件が起きたことは衝撃を持っ
て受け止められている一方で、今回の事件の摘発を
受けて、更なる規制強化の動きが出てきており、今
後シンガポールでの会社設立手続や名義株主・取締
役の利用に関するルールが厳格化され、シンガポー
ルへの投資を検討する外国企業にも一定の影響が及
ぶことも予想されます。そこで本稿では、シンガ
ポールの現在のマネー・ロンダリング対策規制と今
後の規制強化の動きの概要をご紹介したいと思い 
ます。

2．マネー・ロンダリング対策規制の概要

（1）CDSAによる規制
　シンガポールにおけるマネー・ロンダリング対策
に関する主要な法令としては、汚職、薬物取引その
他 重 大 犯 罪 の 利 得 没 収 法（Corruption, Drug 
T r a f f i c k i n g  a nd  O t h e r  S e r i o u s  C r ime s 

（Confiscation of Benefits） Act（CDSA））が挙げら
れます。同法は、一定の薬物取引その他の重大犯罪
によって得られた収益の取得、保有、使用、隠匿及
び移転等の行為を禁止し、かかる収益の没収につい
て規定するものです。また、同法は、ある財産がか
かる収益であること又はこれに関連して使用され若
しくは使用される予定であることを、取引や業務等
の過程で知り又は疑うに足りる合理的な理由がある
者に対し、疑義取引報告（Suspicious Transaction 
Report）を義務づけています。

（2）特別法による規制
　銀行等の金融機関をはじめとする一部の業種又は
専門職に対しては、特別法等によって、マネー・ロ
ンダリング対策のための規制が加重されています。
例えば、金融機関、不動産代理業者、企業向けサー
ビスプロバイダー、弁護士・会計士、貴金属類取引
業者等は、取引を開始する際等に、顧客に対する
デュー・ディリジェンスを実施することが要請され
ています。特に最近は金融機関による顧客に対する
デュー・ディリジェンスが厳格化されているのか、
日本企業がシンガポールに子会社を設立する場合で
も、口座開設に数ヶ月単位の時間を要したり最終的

シンガポールにおける
マネー・ロンダリング対策強化の動き

NAGASHIMA OHNO & TSUNEMATSU SINGAPORE LLP
Head of Singapore Office
福井　信雄
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ています。

3．マネー・ロンダリング対策強化の動き

（1）省庁間委員会の新設
　今回の事件を受け、2023年10月初旬、マネー・
ロ ン ダ リ ン グ 対 策 強 化 に 向 け、MAS、 内 務 省

（Ministry of Home Affairs）、法務省（Ministry of 
Law）、人材省（Ministry of Manpower）及び通商
産業省（Ministry of Trade and Industry）からな
る委員会が新たに設置されることが発表されまし
た。同委員会は、①企業構造のマネー・ロンダリン
グへの悪用防止、②金融機関による疑わしい取引に
対する統制及び連携の強化、③その他企業向けサー
ビスプロバイダー、不動産代理業者、貴金属類取引
業者等によるマネー・ロンダリング・リスクの監視
の強化、及び④疑わしい活動の発見のための政府横
断的な監視能力の集中と強化、という4項目を中心
に、反マネー・ロンダリング体制の見直しを図るこ
とが予定されています。

（2）ACRAによる法改正の動き
　 会 計 企 業 規 制 庁（Accounting and Corporate 
Regulatory Authority（ACRA））は、今回の事件が
発覚する以前からマネー・ロンダリング対策の強化
に動き出しており、具体的には、①会社法の改正、
②ACRA法の改正、③Corporate Service Providers
法（CSP法）の制定に向けて2022年に同（改正）法
案をパブリックコメントに付しました。これらは
2024年前半には議会に上程される予定になってお
り、大要、以下の点が盛り込まれることが想定され
ています。

（ア）会社法の改正
　シンガポール会社法（Companies Act 1967）上、
会社はシンガポールに居住する取締役を最低1名選
任しなければならないとされており、これは会社に
よる違法行為があった場合にその責任をとる者を確
保するためという意味合いもあり、マネー・ロンダ
リング対策としても一定の意味があると考えられま

す。ただ、実態としては、かかる要請を満たすた
め、現地居住者を名義取締役（nominee director）
として派遣するサービスを提供する会社がシンガ
ポールには多数存在しており、外資系企業等で現地
に居住する取締役を確保することができない場合
に、かかるサービスを利用して現地居住の取締役を
手配することが一般的に行われています。また、外
資規制が厳しい国では規制業種に参入する目的で現
地国籍の方を名義株主として利用するような投資が
行われることもありますが、シンガポールはほとん
ど外資規制がないこともあり、名義株主を利用する
ことを禁止する制度も現状ありません。
　他方で、こういった名義株主・名義取締役（ノミ
ニー）の利用を許容すると、会社の実質的所有者・
意思決定権者が誰なのかが見えにくくなってしま
い、マネー・ロンダリングを含めて企業犯罪の温床
となるリスクも出てきます。今回の改正案では、会
社としての透明性を高めるために、ノミニーを利用
する場合にはノミニーであることと、ノミニーの任
命者（多くの場合、会社の実質的所有者）が誰であ
るかをACRAに開示することを当事者に義務付け、
さらにACRAはノミニーを利用していることを公
示することが盛り込まれています。

（イ）ACRA法の改正
　ACRA法とは、会計企業規制庁（ACRA）の設
立根拠法でもあり、企業の透明性、信頼性及び誠実
さを確保し、経済の健全な発展を支えることを目的
とするものです。ACRAの主要な役割の一つは、
企業が法令を遵守し、適切に運営されることを確保
することであり、企業登記、財務報告、規制遵守な
どのプロセスを監督し、法的な基準を満たしている
ことを確認することをその業務としています。
　ACRAへの報告等が正確かつ適切になされること
はACRAの運営にとって重要であり、かかる業務を
専門に代行するRegistered Filing Agent（RFA）と
呼ばれる登録事業者もいます。RFAはACRAのウェ
ブサイトでも確認することができ、RFAにACRAへ
の報告等を代行してもらうこともできますし、企業
が自ら行うことも可能とされています。今回の改正
では、RFAがその登録条件に違反したことが判明し
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た場合、違反1件につき現状の25,000シンガポール
ドルから50,000シンガポールドルに罰金の上限を引
き上げることが提案されています。

（ウ）CSP法の制定
　CSP法案は、主に会社秘書業務を提供する事業者

（CSP）の業務の適正化、透明性の確保を企図した
法案で、金融活動作業部会（FATF）の勧告にも
沿ったマネー・ロンダリング対策の一環と位置づけ
られています。いわゆるパナマ文書が公開された際
にも、CSPが顧客のために設立したペーパーカンパ
ニーが違法なマネー・ロンダリング行為に利用され
る事案が発生しているといった報道がありました
が、CSPに対しては、ACRAによる監視・監督が
十分に行き届いていないという問題意識があるもの
と思われます。

　CSP法案では、（i）シンガポール国内で会社秘書
業務を提供する全ての事業者に対し、CSPとして
ACRAへの登録が義務付けられることになります。
また、（ii）CSPに対して、名義取締役となる個人が
取締役としての適切な資質を有する者であることや、
複数の取締役の地位に就く場合に所定の研修要件を
満たしていることの確認を義務付けることなどによ
り、名義取締役の適切な利用を実現する措置が導入
されることになります。外国投資家目線で見た場合
には、今後名義取締役の適切な候補を見つけること
がより難しくなるという懸念も考えられます。

（3）MAS規則改正の動き
　MASは従前より、マネー・ロンダリング、テロ
資金供与に対する規制強化には力を入れており、シ
ンガポールはFATFからも比較的高い評価を受け
ていました。それだけに今回の事件はマネー・ロン
ダリング事件を未然に防止することの難しさを感じ
させるものでもありました。
　現時点における金融機関に対するマネー・ロンダ
リングに関連するMASの規則はMAS通達626号
で、2022年3月1日に改定されたものが最新のもの
になります。直近では同通達の新たな改正項目とし
て COSMIC（Collaborative Sharing of Money 

Laundering/Terrorism Financing （ML/TF） 
Information & Cases）と呼ばれるデジタルプラッ
トフォームの導入が検討されています。このプラッ
トフォームに参加するシンガポールの金融機関は、
相互に一定の情報を共有することが認められ、これ
によりマネー・ロンダリングやテロ資金供与など不
正な取引を事前に防ぐことが企図されています。

4．終わりに

　今回の巨額のマネー・ロンダリング事件を受けて、
シンガポール当局が今後更に規制や監視を強化させ
ることはほぼ確実な状況にあると言えます。他方で、
シンガポールは外国企業による投資を幅広く受け入
れており、ビジネス面での利便性の高さは世界でも
有数であり、経済効率性の高い事業環境を実現して
います。公正な競争環境や事業環境を維持する観点
から一定の規制強化が必要であることについては首
肯するものではありますが、過度な規制強化により
シンガポールの強みである利便性の高さが損なわれ
ないような制度設計が期待されるところです。

執筆者氏名
福井 信雄（ふくい のぶお）
経歴

　長島・大野・常松法律事務所パートナー（シンガポー
ル・オフィス代表）。2001年東京大学法学部卒業、
2009年デューク大学ロースクール卒業（LL.M）。2010
年から2013年までインドネシアの現地法律事務所で執
務。2013年末にシンガポールに拠点を移し、以降現在
に至るまで東南アジア各国の法務に従事している。
nobuo_fukui@noandt.com
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1．弱体化する地方

　日本は少子高齢化が進行し続け、2008年をピー
クに人口減少が続いている。地方では限界集落（地
域人口の半数以上が65歳以上）どころか、集落で
の最若年者が既に65歳以上で人口の大半が75歳以
上の集落も珍しくはない。地方都市で既に消滅して
しまった集落も数多いが、近未来には自治体すら消
滅する可能性も指摘されている1。現在においてす
ら、多くの市町村では続く人口減少・高齢化のため
鉄道やバスといった地域住人のライフラインである
公共交通機関が維持できない、商店街が衰退・百貨
店が撤退し買い物難民が増加する、空き家や耕作放
棄地の増加により地域の安全性が脅かされる、祭
礼・郷土食など地域文化の継承が途絶える、といっ
た対処困難な問題が続発している。これらはただ
個々の問題自体が深刻であるだけではなく、より人
口減少を加速させる要因となってしまい地域に対し
て負の循環をもたらす。
　「不便で貧しい」地方から人口が減少して「便利
で豊か」な大都会に人が集まることは合理的ではな
いか？という指摘は成立しうる。しかし、地方が衰
退してしまった場合「国土の有効活用」「日本文化
を支える地方の伝統文化」「食料・工業製品の生産
力（一次・二次産業）」「自然災害に対するリスク
ヘッジ」といった、日本社会全体を持続させるため
の重要な基盤が失われてしまう。例えば都会におい
て大災害があった際には、都市在住の多すぎる人口
に必要物資をすぐに供給することは明らかにでき
ず、人口の疎開先としての選択肢も必要である。

　グローバル経済華やかなりし頃は「必要なモノ・
サービスは必要に応じて安い外国から輸入すれば良
い」という考え方が主流であったが、現下の不安定
な世界情勢のもと貿易に一旦何か深刻な問題が生じ
たならば地方が衰退してしまった日本にはリスク
ヘッジの方法が無い、ということになる。
　地方の製造業の衰退の結果、2020年に始まったコ
ロナ禍において日本では人々が今まさに必要として
いながらも、マスクや消毒用アルコール程度のもの
が入手困難となっていた。農林業が儲からなくなっ
たため、戦後大量に植林されたものの放置された杉
林やあるいは耕作放棄地に繁茂するブタクサなどの
雑草から放出される大量の花粉により、多くの日本
人は毎年花粉症に苦しむことになっている。2024年
1月1日に能登でM7.6の大地震が生じ、建物の倒
壊、火事、津波で数多の犠牲者が出た。能登半島の
道路は寸断され孤立集落が多く生じたが、体力のあ
る若年者が少なかったため避難どころか救援を要請
する連絡すらままならない集落が多く報告された。
　地方再生のためには定住人口増加が必要であり、
定住人口増加のためには在住者に十分な定期収入が
必要である。
　インターネットやE－Commerceが発達した現
在、都会と地方で得られるものは「体験」を除けば

「情報的」「物質的」には異ならないはずである。地
方へのIターン、Uターン希望者はそれなりに存在
しその中で農業を志向する人々もいるであろうが、
移住後の収入および生活の不安定性に対する不安か
ら一歩が踏み出せない人々は多いと考えられる。
　農業で高収入をあげること、農作物に付加価値を

地方都市の将来のためのソーラーシェアリング
DUKE-NUS MEDICAL SCHOOL
Research Fellow
福田　正裕
COMMUNITY CREATION COMPANY CFO
PVFOUNDRY Senior Advisor
吉村　一男 福田　正裕 吉村　一男
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付与することは、現在の日本でも多くの人々が日々
努力していることである。その方法は、高品質の作
物を作る、果物・花卉など高付加価値な農産品を栽
培する、一次農産品をそのまま出荷するのではな
く、ジュースや菓子などに加工（二次産業）・農家
レストランや民泊といったサービス提供（三次産
業）による高付加価値化（六次産業化）など多岐に
わたる。しかし六次産業化は難しく、食品加工やレ
ストラン運営にもノウハウと初期投資が必要であり
しかも必ずしも成功の保証がない。ご当地レトルト
カレーなど初期投資が少なく参入障壁の少ない理想
的な解決法は現在なかなか見当たらない。
　確かに日本の果物や日本酒は海外で高く評価を受
けており、これらの高品質産物を海外へ輸出するこ
とは経済発展のために重要であるが、全ての農業関
係者に可能なことではない。IT技術・農業技術を
用いた省力化・高品質化も提案されているが2、主
食となるコメや日常消費される野菜類などはどれほ
ど高品質化したとしても日本の消費者の購買力には
限界がある。「営農規模の拡大」以外、専業農家に
とって収入を増加させる選択肢は極めて少ないもの
の、農業規模の拡大は現実的には「論理」ではなく

「政治」と「その地域の人間関係」が大いに影響す
るため、IターンやUターン者など地域の新参者に
すぐに可能な方法であるとは考えにくい。

2．地方衰退に対する処方箋としてのソーラーシェアリング

　そこで、農業収入を安定させ、同時に地域のエネ
ルギー安定供給にも寄与する「ソーラーシェアリン
グ」について紹介する。ソーラーシェアリングとは、
根本的には「その土地の生産性を太陽光発電で底上
げする」という考え方でもある。これが地方におけ
る農業収入を安定させ、継続可能な収益を上げるこ
とのできる魅力的な事業でありうることを提示する。
　日本における農業は儲からない産業である、と一
般には考えられている。単純な算数の問題として、
1 kCalのエネルギーを労働に投入して1 kCal未満の
収穫しか得られなければ、どれほど熱心に労働しよ
うと餓死が待っているように3、例えば1000円を投
資して1000円より多くの収入をあげられなくては

経済活動としては持続可能性がない。
　現代の慣行農業は、石油で動く農機具、その生産
に石油を必要とする合成肥料や農薬を必要とし、出
荷された作物はまた石油を使いつつ消費地に運ばれ
る。事実上現代の農業は「石油の上に浮いている」
とさえ言えてしまい、農産物の売り上げによらず農
業を継続するだけで出費は嵩む。自然農法4は農作
業へ投入する労働量を限界まで下げて農産物を生産
しようとするものだが、無農薬・低農薬・減肥料・
無肥料などの付加価値がつくものの、極言してしま
えば「壮大な家庭菜園」に過ぎず5、安定した営利
事業として発展させることは極めて難しい。例え
ば、不耕起栽培、無肥料・無農薬、天日乾燥のコメ
を作っている人々は、日本中で生産されている「コ
メ」に経済商品として高い付加価値を付与するため
に莫大な労働力を投入しており、その生産は生産者
本人たちの健康と情熱によってのみ支えられてお
り、誰でも参入可能な「システム」として成立して
いるわけではない。自給自足生活といった自然とと
もに暮らす生活に憧れる人々は多いが、現金収入な
しに現代社会を生きることは不可能である。「農業
は重要である」とどれほど叫ばれようと、十分な収
入が得られなければ人々が続けていける理由は存在
しないからこそ、日本全国で休耕地・耕作放棄地が
増え続けているのである。
　「儲からない」と考えられている農業を、儲かる
ようにし持続可能性を付与するための一案として、

「ソーラーシェアリング」を紹介する。農作物は太
陽光を100%利用できるわけではなく、ある一定以
上の太陽光は光合成につながらない（光飽和点）。
また植物はその生育に適切な光量があり、過剰な太
陽光はむしろ有害になりうる。ソーラーシェアリン
グとは、農地の一部を太陽光パネルで覆い太陽光発
電と農作物育成を同時に行うという、2003年に長
島 彬氏によって発明された仕組みであり6,7、日本
の行政においては「営農型太陽光発電」と呼ばれて
いる。農業が主体であり、太陽光発電による売電は
農業収入の安定性を向上させることを目的とする。
　農地に太陽電池を設置して農業と太陽光発電を同
時に行う、という考え方自体は1981年に提唱され
ており8、海外ではagrivoltaicsと呼ばれる。ソー
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1 ラーシェアリングを包含する考え方だが、根本的に

は「農地に太陽電池を設置する」ことだけを基本と
し「光飽和点」の考え方が無いagrivoltaicsに対し、
ソーラーシェアリングは「営農をメインに考え農地
の一部だけを覆う」ことが違いである。
　ソーラーシェアリングにおいては、ソーラーパネ
ルは作物にとって余剰な太陽光を利用し発電するた
めのものであって、「作物と発電で太陽光をシェア
する」という考え方である。太陽光パネルは細めの
パネル（実例参照）が農作業を邪魔しない高さ

（2m以上、実際には農作業を邪魔しない高さ）に設
置され、下では水田、イモ類、野菜、果樹、茶など
様々な作物が生産できる（下図）9。作物は太陽光
パネルによって部分的に覆われるが、減収は基本的
には少なく、逆に茶のように増収となる作物も存在
する。
　そもそも農地は日当たり良好な農業好適地に作ら
れるものであり、現在休耕地・耕作放棄地となって
いたとしてもその土地への日照条件自体が変化した
わけではない。「農地から一定の収入を保証する」
という仕組みであるため、その土地における農作物
生産だけでは十分な収入をあげることができず耕作
放棄地となっている土地でも農業が遂行可能とな
り、農地を再生させることができる。

資料【9】より引用

　ソーラーシェアリングは農地に太陽光パネルを立
てることから「農地転用」の一種であり、当初はむ
しろ農業を阻害するものと考えられ規制の壁は高
かった。実現は困難ではないものの周囲の慣行農業

の8割以上の収穫が「毎年」必須であることや、農
地の一時転用許可を3年おきに出さなくてはならな
いため、事業の継続性に疑義がもたれ得るため初期
投資に対し銀行融資を受けることが困難なこと、そ
もそも申請自体に大量の書類を準備ししかも地域ご
とに申請方法が異なる、など莫大なコストがかかり
新規参入のためのハードルはかなり高かった。しか
し多くの人々の努力の結果日本政府も推進する方向
となり10、条件によっては転用許可期間を3年ごと
ではなく10年以内に延長する、おおむね8割以上の
単収を確保する要件は課されない、など新規参入の
障壁はかなり下がってきている11。加えて、近年の
環境やSDGsに対する意識の高まり、2020年に日本
政府から「2050年までのカーボンニュートラル宣
言」が出されたことなど、日本全体での自然エネル
ギーによる発電の推進はソーラーシェアリングの拡
大にとり追い風となっている。

3．ソーラーシェアリングの実例

　ソーラーシェアリングについては、日本で多くの
先駆者がそれぞれの経験および苦労の報告をしてい
る6,7,11,12。また、多くのソーラーシェアリングを応援
する会社やNGOが結成されている。千葉県匝瑳市
では地域を挙げて応援しており（下写真）、千葉県
は300か所以上と全国一のソーラーシェアリング施
設が存在する。雇用創出や地方の活性化といったさ
まざまな利点が生まれている。農林水産省の資料9

にも多くの実例が示されている。

合同会社匝瑳おひさま発電所（Photo: Mr. Koji Nishi）
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　海外でもagrivoltaicsは広がっており、多くの会
社がその技術や設備一式を農業者に販売している。 
agrivoltaicsのもとでは植物栽培しかできないわけ
ではなく、酪農・牧畜とも組み合わせることができ
る。日陰ができることで動物たちの休息場所が生ま
れる、牧草の育成自体にはほぼ影響なく太陽光発電
と 放 牧 を 組 み 合 わ せ る こ と が で き る。 加 え て
agrivoltaicsの考え方は先進国のみならず、発展途
上国の農業者にも多大な利益を与えるため、世界中
に広がっている。

4．ソーラーシェアリング・プロジェクトの採算性

　ソーラーシェアリングは農地をダブルインカム化
することによりその低付加価値故に構造的衰退を続
ける農業を再興し、日本の危機的低水準にある食料
自給率（カロリーベースで38％ながら肥料や種子
などの輸入比率の高さを勘案すると実態は10－
20％）を改善し、11％しかないエネルギー自給率も
併せて引き上げるゲームチェンジャーである。その
有効性はプロジェクト採算性に依存する。
　ソーラーシェアリングの採算性は本来の農業収益
と太陽光発電収益に分解できる。ここで農業収益は
太陽光パネル設置によっても光飽和点までの光合成
は妨げない前提のため、太陽光パネル設置前の農業
収益と変わらない。プロジェクト収益性の鍵を握る
のは太陽光発電によって上乗せとなる収益である。
　太陽光発電部分の収益性は他の分散型太陽光発電

（例えば屋根置き型や駐車場活用型）と概ね同じと
なるが、例えば高コスト国シンガポール（一人当た
りGDPは日本の2.5倍）における分散型太陽光発電
の事例ではプロジェクトIRR 8－10%、70％レバ
レッジをかけたエクイティ IRR 12－15%が平均的
な水準となる。
　太陽光発電の収入は発電量と売電価格によって決
まる。発電量は当該農地に設置可能な太陽光パネル
容量と日射量によって決まる。そこで日本の平均日
射量と遮光率（農地面積に対しパネルによって太陽
光を遮る面積）40％程度、日本の北海道を除く都府
県の農家平均耕地面積約2.2ha、及び売電価格は現
在の電気代を大幅に下回るkWh当たり16円で試算

してみよう。因みに遮光率40％は光飽和点までの
光合成を妨げない平均的比率である。
　仮に農家の平均耕地面積の半分（1.1ha）の40％

（0.44ha）に最新の太陽光パネルを設置した場合の
発電容量は約1MW（1000kW）であり、東京都多
摩市や茨城県水戸市の日射量を用いて算出すると、
初年度の売電収入は1kWh16円の売電価格で1800
万円程度と試算される。単位耕地面積当たりの収入
は農業のみの場合に比べて3-5倍になる。また収益
面でも農業の低収益性や天候などによる収穫リスク
に対して、太陽光発電は安定的な収益が予想でき
る。農家の平均耕地面積（除く北海道の都府県）
2.2haで従来の農業収入に追加的収入が3600万円あ
るとすれば、農業に対する見方は一変するのではな
かろうか。

5．結語

　人間が利用できるエネルギーは原子力と地熱（地
球中心核における崩壊熱由来）を除けば、石炭・石
油を含め太陽光、風力などすべてが太陽光由来であ
る。太陽光は地球上にあまねく降り注いでおり、人
類の利用している化石燃料すらも過去の地球に降り
注いだ太陽光に由来する。人類がおよそ１万年前に
開始した「農業」とは、大地に降り注ぐ太陽エネル
ギーを人類が利用可能なカロリーに変える営みで
あった。ソーラーシェアリングは、作物では利用し
きれない余剰な太陽光を利用し、より多くの太陽光
エネルギーを人間が利用可能な形に変える試み、す
なわち「農業の進化」であると言える。
　少子高齢化が進み人口が収縮し続けている日本
は、貴重な財を費やしながら大量に食料と化石燃料
を輸入し続けている。輸入した化石燃料は燃焼させ
発電に費やしてしまっており、エネルギーの自給率
も極めて低い。しかし単純計算で日本の農地（耕地
面積4,349,000 ha）を遮光率20%の太陽電池パネル
で覆うと日本の必要な全電力が賄えてしまい、工夫
次第で日本がエネルギー自給を達成できない理由は
ない。太陽光発電の問題点は日中および晴れの日し
か発電できず、安定した電力供給には向かないとい
う点である。しかし現行の電力供給の不安定性に関
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けを利用し発電する透過型太陽電池や、曇りの日で
も発電できるペロブスカイト太陽電池といった太陽
電池自体の改良、揚水発電や蓄熱発電・蓄電池を含
む蓄電方法の進化13、省エネ技術の発展、他の発電
方法との組み合わせなどの技術革新によって改善さ
れていくと考えられる。またソーラーシェアリング
は、農業との組み合わせだけではなく、水耕栽培と
栽培漁業の組み合わせであるアクアポニックスにも
組み合わせることが出来る。エネルギー源および生
産物の多様な組み合わせにより、適用範囲、太陽光
の利用効率は広がると考えられる。
　江戸時代、農村に住んでいる農業者は都市住人に
対する独占的な薪炭（＝エネルギー）供給者でもあ
り、実はかなり豊かであったという12。ソーラー
シェアリングによって再び農業者がエネルギー供給
者となり、農業が高収入な魅力的な産業となること
で、地域社会の再生ひいては新たな地域コミュニ
ティの創生、食料自給率の改善、日本全体のさらな
る発展も期待できる。

（筆者は本文に挙げた会社・団体とはいかなる関係
もありません）
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はじめに

　貨物は物流過程で様々なリスクに晒されます。こ
れらのリスクをカバーするのが貨物保険であり、事
故発生時には、保険金を迅速かつ適正にお支払いす
ることが保険会社の一番重要な使命です。同時に、
ご契約者の事故実態をよく知るからこそ、生産や輸
送の現場に潜むリスクを掘り起こし、その対策をご
契約者にアドバイスして事故を未然に回避すること
にも取り組んでいます。本稿では、物流過程におけ
る貨物事故の損害防止活動についてご説明します。

損害防止活動＝ロスプリサービスについて

　業務現場に潜むリスクを掘り起こし、事故を未然に
回避する対策をアドバイスすることを「ロスプリサー
ビス」（“Loss Prevention Service”の略）と呼びます。
この取り組みを通して事故を減らすことで、生産や運
送に携わるご契約者とっては、サプライチェーンの品
質向上、不要な在庫の圧縮と物流コストの削減、販
売機会損失の予防、そして最終的には顧客満足度や
ブランドイメージの向上という効果をもたらします。
　事故を削減する上で重要なことは、事故発生の真
因を見つけ、その真因に対して根本的な対策を講じ
ることです。過去の事故データの収集と分析、そし
て現場サーベイ（事故発生後の損害確認）を通して
真因分析し、改善提案を行っていきます。さらに
は、定例会を実施してきちんと経過を観察するとい
う一連のPDCAを継続的に回し、物流品質を上げ
ていくことが成功のカギとなります。

図1　ロスプリPDCAサイクル

物流過程における2つのリスク

　物流過程における貨物事故には大きく分けて二種
類のリスクがあります。
　一つ目は輸送中のリスク（＝輸送リスク）であ
り、発生頻度は高いものの、損害程度は小さいこと
が特徴として挙げられます。
　二つ目は貨物保管中のリスク（＝保管リスク）で
す。倉庫や一時保管ヤードでの保管中に、自然災害
や突発的な事象により貨物が広範囲に損害を被る集
積事故を指しており、発生頻度は低いものの損害規
模は大きいことが特徴として挙げられます。
　それぞれのリスク実態によってロスプリのご提案
内容は異なります。

貨物事故における
ロスプリベンションサービスの事例紹介

TM CLAIMS SERVICE ASIA PTE LTD
Assistant Manager
西澤　えりか
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　輸送中に発生する事故は一度に被災する数が限定
的であるため損害程度は小さいですが、発生頻度が
高いため、しっかりと真因を突き止め事故防止対策
を行うことが重要です。次にいくつかの事例を紹介
します。

＜荷崩れ＞
　まず輸送中に多く発生する事故としてコンテナ内
の荷崩れが挙げられます。海上輸送や陸送輸送を経
て、コンテナが目的地へ到着する頃には、コンテナ
内で貨物が傾いたり、落下しているという事象は比
較的多く発生します。もし同じ条件（貨物種類、
ルート、運送会社等）で頻繁に同じ事象が発生する
場合、道中で異常な衝撃が加わっている可能性が推
測できます。
　そこで、衝撃記録計を用いて輸送中の衝撃の大き
さや衝撃を受けたタイミングを計測し、輸送中のリ
スクの見える化を行います。この衝撃記録計を実際
の輸送貨物に取り付け、輸送工程の情報を測定した
後、輸送終了時に回収したデータを分析し、道中で
異常な衝撃が発生していたかを検証します。

図2　衝撃記録計

　例えば、同じ輸送ルートで毎回荷崩れが発生する
場合、そのルート上のどこかの道路状況が悪い可能
性が推測できます。真因が特定できれば、他のルート
への変更等の対策を検討することが可能となります。

衝撃記録計を用いたロスプリサービスの流れ
　①　要因について仮説を立てる
　②　�データを試験的に採取し、仮説が正しいかを

検証する
　③　�データの母集団をより大きいものにして、そ

の検証により「何がおきているのか」要因を
特定する

　④　�要因排除・改善するための方策を検討し、対
策を実施する

　⑤　�その対策の効果について検証し、事故ゼロに
向けて、さらに効果的な対策を検討する

＜荷扱い不良＞
　コンテナへの積み下ろし作業中や倉庫内の移動中
に、貨物を落としてしまったり、ぶつけて破損させ
てしまうような、荷扱い不良による事故も多く報告
されます。これらの、人間の作業に起因するような
事故に対しては、「人間工学」の観点を取り入れて
事故削減のご提案を行っています。
　事故の原因は人間による作業だけに原因があるわ
けではありません。人間工学では、「４Ｍのアプロー
チ」という手法を用いて事故の原因を追究します。
4Mとは、Man（人間），Media（環境），Machine（機
械），Management（管理）の４つの頭文字から取っ
ており、人間以外に事故を誘発している問題点を見
つけて、周りの作業環境や作業方法を改善すること
で事故を削減していく考え方です。
　「物忘れ」「勘違い」「早とちり」など人がミスを起
こす原因は様々ですが、これを完全に無くして事故を
ゼロにすることは不可能と言われています。しかし、
事故当時者の責任を追及する前に、作業が行われた
環境を今一度見直して改善することで、ゼロに近づ
けることは可能です。
　例えば、表札や掲示物が曖昧だと作業員の作業も
曖昧になる傾向にあります。色、大きさ、場所等の
観点で、曖昧な表現を徹底的に排除することが適正
な作業動作に繋がります。また、確認するポイント
が多すぎるとついすべての安全確認を行わずに作業
してしまう恐れもあります。そこで、作業者に無理
のない作業環境やルールを整備することも重要とな
ります。過度なマニュアル依存も危険です。マニュ

20

シンガポール日本商工会議所
2024年2月月報　特集

1-4_TM CLAIMS SERVICE ASIA PTE LTD_240216.indd   20 2024/02/16   10:58



JC
C
I月
報
2
0
2
4
年
0
2
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
4
/0
2
/1
6
　
S
E-2
1

アル教育しか受けていない作業者は、変化点が生じ
マニュアル通りに作業ができなくなると、作業者は
変化点を回避しようとして事故を起こしてしまう危
険があります。過去のデータの蓄積に基づいて、過
去の事故を生きた教材として事故の実態や原因を教
えることが大切です。

図3　4Mのアプローチ

保管リスクに対するロスプリ

　一方保管中に発生する事故の原因として台風や雹
等の自然災害や、爆発や降下物による突発的な事象
によるものが挙げられます。特徴として被災貨物の
数が多く、損害規模が甚大となります。これらの
ケースは発生頻度が低いためデータ分析によるロス
プリはあまり効果がなく、平時における広範なリス
ク調査を行うことが重要となります。

＜降下物＞
　1つの事故としては小さくても、同時に多数の貨
物が被害に遭う事例として、完成車の降下物ダメー
ジを紹介します。
　完成車は無梱包で輸送される以上、軽微な汚れは
避けられません。埃や砂のようにすぐに洗い流せる
物質の付着であれば問題ありませんが、鉄片やス
パッタ粒子（鉄の溶接・切断時に飛散する溶射材料
粒）等が付着した場合、これらの物質が発錆して錆
汁が塗膜に粘着します。また、主に重油を燃料とす
る内燃機関などから生じる酸性の燃焼生成物等が完
成車の外装に悪影響を及ぼすことがあります。この
ように、錆汁や酸化物等は外装ダメージの原因とな
り、時間経過により修理が必要となる場合がありま
す。１台当たりの修理費用は安価であっても、ヤー

ドに保管されている車両全体が被災した場合の損害
規模は甚大となる可能性があります。

図4　コンテナにできた錆

　このような降下物ダメージに対しては、降下物の
飛来元を特定し、それに対する適切な対策を考える
ことが重要となります。そこで、飛来物質や重量、
飛来方向を特定する「降下物捕捉デバイス」を利用
し真因分析を行います。

降下物捕捉デバイスの特徴
　1．�「（自由落下で）上から」と「（風に乗って）横

から」飛来する降下物の両方を捕捉できる
　2．�降下物の発生源方向を特定できる
　3．�設置・回収が容易であり、リモート調査が可能

図5　降下物捕捉デバイス
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　1．�円筒形の容器と十字型に組み合わせたクロス
フィンから成り、それぞれのフィンには飛来
物を捕捉するゲル状の専用吸着シートが貼り
付けられています。４枚のフィンを東西南北
に合わせて設置し、横風で飛んできた物質を
吸着シートで捕捉し、観察することで、４つ
の方角からどのような物質が飛来してきたか
を特定します。また、円筒内部にはフィル
ターが設置されており、上から落ちてくる飛
来物を回収できる仕組みになっています。

　2．�吸着シートで捕捉した飛来物を後日分析し、
飛来物の種類・飛来した方角・数量を確認し
ます。この分析では車両に大きな影響を及ぼ
す鉄粉やスス、花粉などに着目しています。

　一つのサンプルとして以下の調査結果を掲載しま
す。ここでは、東方向から鉄片が飛来してきている
ことが判明しました。飛来方向が特定できれば、そ
の方向にネットを張る等の対策を提案することが可
能となります。

おわりに

　本稿では貨物の物流過程におけるロスプリベン
ションサービスの一部を紹介させていただきまし
た。事故防止で大事なことは、事故が起こってから
対応を考えるのではなく、事前にリスクを把握し、
できる限りの予防策を講じることであると考えま
す。本稿がその気づきの一助となれば幸いです。

執筆者氏名
西澤 えりか（にしざわ えりか）
経歴

　2013年慶應義塾大学法学部政治学科卒業。同年東京
海上日動に入社し海外旅行保険や貨物保険の損害サー
ビス部門での勤務を経て2023年にシンガポールでの勤
務を開始。

図6　調査結果事例
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　シンガポール日本商工会議所の皆様、2024年1月
に来星し、この度、前任の小林に替わりまして理事
を拝命致しましたキヤノンシンガポールの石井でご
ざいます。よろしくお願い申し上げます。
私事、海外駐在は長く、32年目になります。
　キヤノン入社後、カナダトロントへの1年間のト
レーニー派遣、本社勤務3年を経て、1993年からキ
ヤノン香港に約5年間駐在。中国及び東アジアのイ
メージング商品の販売業務全般を担当し、そのまま
1998年1月にキヤノンシンガポールに異動。南＆東
南アジアを担当。その後、2002年に米国ニューヨー
クに異動となり、キヤノンUSAで12年間勤務の後、
2014年4月に英国ロンドンにあるヨーロッパ本社に
異動。EMEA（Europe,　Middle East ＆Africa）で
の販売事業を担当し、その後2016年4月に中国現法
本部のある北京に異動し、キヤノン中国で8年間過
ごして参りました。ここまでで海外31年になります。
　この度2024年1月付で2度目のシンガポール駐在
を拝命し、いよいよ海外32年目に突入した次第で
す。家族は、離散（?）状態です。30歳になる長女
は香港、シンガポール、米国で育ち、米国の大学を
出て、そのまま米国で就職し、一昨年米国人と結
婚。今も米国暮らしです。次女は、シンガポールで
生まれ、米国と英国で育ち、米国の大学に進み、現
在はカナダのトロントの大学院で博士号を目指して
勉強中。ニューヨーク生まれの長男は、米国と英国
で育ち、私の北京異動を期に、妻と日本に移りまし
た。長男にとっては日本で初めて生活をするように
なり、小中高一貫の学校で伸び伸びやっておりま
す。妻は、長男と一緒に日本に滞在しております
が、長男の大学受験が終わったら、長男を日本に置
いて、シンガポールに来てくれるものと期待してお
ります。

　先述の通り、1998年から2002年まで約４年半、1
回目のシンガポール駐在をおりましたが、家族全員
未だに「シンガポールが一番良かった！」と異口同
音言っており、今回の私の2度目のシンガポール駐
在を家族一同喜んでおり、離散した家族が久しぶり
にシンガポールで集結する日も近いのでは、と思っ
ております。
　一方、一回目のシンガポール駐在時とは大きく異
なる事業環境、生活環境に驚いております。シンガ
ポールはもはや超先進国に成長し、90年代後半に
は300万人だった人口が600万人に倍増。また、一
人当たりのGDPも当時の1万ドルから、何と現在
は8万ドル、世界第3位にまで急伸。物価上昇も甚
だしく、3ドルで食べられたチキンライスが最低で
も8 ～ 10ドル、ちょっと高級になると20ドルもす
る状況になっていました。為替レートも、当時65
円だったSIN$も、今や110円と、信じられないレ
ベルにまで円が弱くなっており、インフレに加え、
為替の影響で全てが高く思えてしまいます。特に、
皆さま各社も苦慮されていることと思いますが、シ
ンガポールの人件費や固定費の高さにも驚いており
ます。
　私の当地における責務は、西はインド・パキスタ
ン、南はインドネシア、東はフィリピン、北はベト
ナム、台湾、香港、に至る地域での販売事業の拡大
と、顧客満足の最大化でありますが、顧客の意に
沿った地に着いたサービスやソリューションが提供
できるよう、微力ながら尽力したいと思っています。
皆さまにおかれましては、今後ともご指導ご鞭撻お
願い申し上げます。また、多くの皆様とゴルフ等も
含めて交流をさせて頂き、様々な情報交換等させて
頂きたいと楽しみにしております。

海外駐在6か国32年目。
22年振りに2度目の来星。

シンガポール日本商工会議所　理事
CANON SINGAPORE PTE. LTD.
President & CEO
石井　俊幸
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シンガポール日本商工会議所
入会承認会員一覧

＜入会承認会員一覧（2024年1月理事会）＞
会　員　名 格付 備　考

KADENCE INTERNATIONAL PTE LTD

[法人サービス・IT部会]

B
（法人）

Market research and public opinon polling
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2004年6月
従業員数：21（派遣邦人1）

GLOBAL ISF PTE. LTD.

[法人サービス・IT部会]

C
（法人）

Information Technology Consultancy (except Cyber Security)
IT Network Technical Services (design/construction/
maintenance/operation)
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2023年4月
従業員数：1（派遣邦人1）

PHOENIX ACCOUNTING
SINGAPORE PTE LTD

[法人サービス・IT部会]

C
（法人）

国際会計・税務サービス事業、事業コンサルティング事業
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2012年4月
従業員数：26（現地邦人9）

Mr. Shunsuke Fujita
DENTONS RODYK & DAVIDSON LLP

[法人サービス・IT部会]

D
（個人）

Legal activities
現地法人（現地独立資本/個人事業主）
設立登記：2007年4月
従業員数：451

最近の推移：
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シンガポール日本商工会議所
新規入会会員紹介

会社名（英） KADENCE INTERNATIONAL PTL.LTD

登録代表者名
（日・英）

濱野　英和
HAMANO Hidekazu

所在地 22 MALACCA STREET #11-01 RB CAPITAL BUILDING 
SINGAPORE  048980

電話番号

事業内容 マーケティングリサーチ事業、その他のマーケティング支援事業

会社概要

親会社にCross Marketing Group Inc.持ち、世界10 ヵ国に拠点を構えるマーケティング
リサーチ会社です。主に日系大手企業からの消費者視点、企業視点のリサーチ活動のサ
ポートをしています。
定性的にインサイトをつかむ調査から、定量的に分析をおこなう調査まで幅広い手法で、
それぞれの事業課題にカスタマイズでソリューションを提案します。
海外事業進出、事業拡大のお手伝いをさせていただきます。

会社名（英） PHOENIX ACCOUNTING SINGAPORE PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

伊藤　哲男
ITO Tetsuo

所在地 1 Raffles Place, #20-01 One Raffles Place Tower One, Singapore 
048616

電話番号 6202 0330

事業内容 財務会計・税務、法人設立、セクレタリーおよびアウトソーシング

会社概要

日本及びシンガポールの会計士資格に基づいた、会計・財務・税務に関連する専門家サー
ビスを広く行っています。その他、法人設立、セクレタリー、アウトソーシングなどの管
理部門関連サービスをワンストップで提供しています。また、アジアを中心に拠点展開し
ている会計事務所グループであり、国際取引に関するアドバイスを迅速に提供できます。
M&AやPMIなどのコンサルティングも実施しています。
シンガポール常駐の日本の公認会計士やコーディネーターが日本語で対応いたします。
ぜひお気軽にご相談下さい。

会社名（英） DENTONS RODYK & DAVIDSON LLP（個人会員）

登録代表者名
（日・英）

延方　侑衣
NOBUKATA Yui

所在地 80 Raffles Place, #33-00 UOB Plaza 1, 048624

電話番号 6885 2895

事業内容 シンガポール大手法律事務所として国内外のお客様にサービスを提供

会社概要

デントンズロダイク法律事務所は世界最大の法律事務所グループであるDentonsに属し、
シンガポール随一のグローバルネットワークを誇ります。
当ジャパンデスクヘッドは訴訟弁護士として豊富な経験を有し、個人を含めた紛争解決に
も対応しています。また、東南アジア法務の知識やネットワークもあり、一括でのサポー
トが可能です。

＜新規入会会員紹介＞
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理事会の様子 石井理事（キヤノン・シンガポール）の着任挨拶

坂井理事（竹中工務店）の退任挨拶 結城理事（竹中工務店）の着任挨拶

1月9日　理事会

新年のご挨拶（石川大使） 乾杯の音頭（シンガポール日本人会　疋田会長）

新年賀詞交換会の様子 閉会の挨拶（馬場会頭）

1月10日　新年賀詞交換会
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2月

集合写真 幹事の高村理事によるルール説明

1組目（大迫理事、馬場会頭、佐々木理事）

3組目（中條理事、神田理事、小林広樹理事）

5組目（河田副会頭、大隅監事、坂井理事、阿部理事）

2組目（橋本理事、稲垣理事、味方理事、矢島理事）

4組目（杉島理事、小林篤史理事、高村理事、富井理事）

優勝者の矢島理事と馬場会頭

2月10日　理事懇親ゴルフ
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シンガポール日本商工会議所
2024年8部会合同新年会

2024年8部会合同新年会
　去る1月24日、2024年8部会合同新年会を、Conrad Singapore Orchardで実施いたしました。
　第三工業部会 杉島部会長の挨拶で開会され、会頭及び8部会長による鏡開き、続いて馬場会頭の音頭
で乾杯が行われました。
　本年は、弊所の会員でもある響屋をお招きし、獅子舞、そして三味線と大太鼓の演奏をご披露いただき
ました。大太鼓の演奏では、馬場会頭が赤い長法被を着て、演奏者として出演するというサプライズ演出
があり、参加いただいた会員さんから大好評をいただきました。最後は、太鼓で調子を取りながら、 
貿易・運輸部会 高村部会長の3本締めで閉会となりました。
　参加者からは、「日頃、お会いできない方々と一堂に面会できる機会を得た」、「同じテーブルの方と充
実したネットワーキングが出来た」など、喜びの声をたくさんいただきました。当日は、合計235名にご
参加を頂き、盛会のうちに終えることが出来ました。皆様、ご参加誠にありがとうございました！

杉島部会長（第三工業）による開会のご挨拶

馬場会頭による乾杯の音頭

響屋によるパフォーマンス

獅子舞のパフォーマンス

馬場会頭と8部会長による鏡開き

会場の様子

馬場会頭のサプライズパフォーマンス

高村部会長（貿易・運輸部会）による閉会のご挨拶

28

5-1_8部会合同新年会_240220.indd   28 2024/02/20   10:32



JC
C
I月
報
2
0
2
4
年
0
2
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
4
/0
2
/2
0
　
S
E-2
1

table8

table6

table7

table4

table5

table2table1

table3

29

シンガポール日本商工会議所　2024年8部会合同新年会

5-1_8部会合同新年会_240220.indd   29 2024/02/20   10:33



JC
C
I月
報
2
0
2
4
年
0
2
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
4
/0
2
/2
0
　
S
E-
2
1

シンガポール日本商工会議所
2024年8部会合同新年会
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February, 2024

〇氏名：豊本 晋太郎（とよもと しんたろう）
〇出身地：京都府木津川市
〇在星暦：10か月（2023年4月～）
〇会社名：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD.
〇�仕事内容：日系企業様に対する保険商品・事故防止サービスの

ご提供
〇趣味：旅行、お笑い鑑賞、アルティメット
〇�友人をシンガポール案内するとしたら、どこ？：ド定番ですが、

Gardens by the Bayは絶対に案内します。
〇�読者の皆様へ：シンガポールで過ごす時間も残り少なくなって

しまいましたが、皆様と様々な交流をさせていただければ幸い
です。

編集後記

　JCCI月報2024年2月号をご覧いただき、ありがとうござ
います。今月も様々なジャンルの記事を掲載しておりますが、
お楽しみいただけましたでしょうか。
　2月はChinese New Yearがありますが、街全体が祝福の
色に染まり、伝統的な食事を共有する様子は、文化の違いが
感じられます。一方で、アンパオ（紅包）についてもe-アン
パオが推奨されていたりと、伝統とデジタルの融合が感じら
れることもシンガポールならではの経験ができているなと実
感しております。
　私は2023年4月に来星し、約10 ヶ月が経過しました。私
自身、今回のシンガポール駐在は人生で初めての海外生活で
した。慣れない環境、新たな文化、言葉の壁、新たな仕事など、私にとってこれらは全て大きな挑戦でしたが、それらのおか
げで日本では経験できないような濃密な時間を過ごすことができました。
残りの任期は約2か月となりますが、自分の役割を最後まで全うし、そしてシンガポールで得た経験を最大限に活かし、帰任
後の日本での業務・生活に役立てたいと思います。
　最後になりますが、ご執筆いただいた皆様、また本月報をお読みいただいた皆様に心より感謝申し上げるとともに、皆様の
これからのご健勝をお祈りいたします。
� （編集後記担当：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD.　豊本 晋太郎）

左：豊本　右：近藤

＜2024年3月号月報　掲載予定記事一覧＞
①�日本から世界へ：�
グローバルで戦うために求められるスキルと人材
　�GOOGLE ASIA PACIFIC PTE LTD　佐藤 芳樹
②�日本がアジアで獲得すべきパーセプションとは？
　HONDA OFFICE SINGAPORE　本田 哲也
③�グローバルエリートの経営人材が牽引するこれからの�
東南アジア経済�
JETRO SINGAPORE　横井 勇一
④シンガポールにおけるアート事情
　�松島 久美子
※�タイトル及び記事内容については、執筆者の都合により変更される場合が�
あります。

発行
JAPANESE CHAMBER OF COMMERCE & INDUSTRY, 
SINGAPORE
10 Shenton Way #12- 04/05 MAS Building Singapore 
079117
Tel: 6221 - 0541   Fax: 6225 - 6197
E- mail: info@jcci.org.sg　Web: http://www.jcci.org.sg

編集
TOUBI SINGAPORE PTE.LTD.
138 Robinson Road #18-03 Oxley Tower Singapore 
068906
Web: http://www.toubi.co.jp/

〇氏名：近藤 明日香（こんどう あすか）
〇出身地：埼玉県さいたま市（旧浦和市）
〇在星暦：通算９年（2011年～ 15年、2019年３月～）
〇会社名：NIKKEI GROUP ASIA
〇�仕事内容：日本経済新聞社グループの東南・南アジアにおけ

る事業開発。
　�域内投資先・グループ企業との連携調整や、英文ニュース媒

体Nikkei Asia等の認知度向上に資するメディア協賛、カン
ファレンス企画実施など

〇�趣味：声楽（ソプラノ）、巷のヘリテージ探索散歩、演劇など
舞台鑑賞、人の本棚の写真や車内で何か読んでいる人を眺める

〇�友人をシンガポール案内するとしたら、どこ：中華街・インド
街・アラブ街など。歴史好きには各種博物館や史跡、宗教施
設。自然好きには国立公園や各地の川沿い、ナイトサファリ。

〇�読者の皆様へ：2月号をご覧頂き有難うございました。今後と
も、ご関心のあるテーマやご執筆者につきリクエストがありま
したら、我々編集委員までどうぞお気軽にご連絡くださいませ。
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